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 今回の調査では、就労訓練事業の受託事業所である NPO シゴトシンク北海道、就労等意
欲喚起事業の受託事業所である自立支援センター茜および NPO 夢と虹でのインタビュー
を行い、併せて函館市生活支援課でも話をうかがった（図 1 参照）。 
 
２．就労意欲等喚起事業について 











































 2011 2012 2013 2014 2015
事業参加者 41 90 132 107 72
ボランティア参加者 26 76 96 87 44
ボランティア延人員 372 1311 1775 1750 1333
一人当たり回数 14.3 17.3 18.5 20.1 30.3
ボランティア受入先 15 28 27 24 24

























































じて時給 400 円と 280 円とに分けているとのことで、前者は衣料仕分けやレンタカー洗浄
といった「外勤」が該当する。その現場を見せていただいたが、いずれも単調で黙々と行
われるものであり、これまでドイツの事例を研究してきた筆者には「日本版１ユーロジョ
ブ」と映るとともに、次のような問題点を感じた。 
 第一に、こうした就労が低賃金労働として一般の雇用と競合するのではないかという点
である。この点はドイツの「１ユーロジョブ」でもしばしば指摘されたことであるが、こ
の事例においても民間企業からのオファーを受けて単純労働を安価に受託しているという
印象を否めなかった。他方で、高齢化の下で顕在化しつつある労働力不足という状況下に
あって、「一般就労」の範囲が変わってきているのではないかという印象をもった。すなわ
ち「一般就労」が、コミュニケーション能力や適応力などの知的水準をより高いレベルで
必要とする労働へとシフトし、機械化できない単純労働・肉体労働が非正規雇用や「中間
的労働市場」に依存するようになってきているのではないかと考えた。 
 第二に、障碍者および精神的・心理的疾患が潜在していると見られる人々を受け入れる
事業者における専門性および支援ノウハウの問題である。この事業所のスタッフのうち二
名は、高齢者福祉、児童福祉の職場経験をもち、障碍者活動支援の活動経験もあるとのこ
とだったが、自ら「素人」と称しており、精神・心理的障碍や疾患に関する専門性がある
ようには見えなかった。厚労省のガイドラインでは、利用者が就労する上での助言指導を
行う支援担当者 1 名以上（兼務可）の配置を義務づけているが、それ以上の専門性を求め
ていない。同事業への参入事業所に対してハードルを低くするという意図も垣間見られる
が、こうした制度設計が就労に困難を抱える人々の実態に向き合うものとなっていないの
ではないかと考えられる。 
 
５．結語 
 「茜」および「シゴトシンク」両事例において共通する問題は、障碍者向け事業と「同
居」する事業にあって、作業内容が全く同じであるにもかかわらず、当事者に対する給付、
受入事業所に対する報酬が全く異なるということであった。B 型就労継続事業、就労移行支
援という障碍者支援の枠組みであれば、当事者に対する給付とともに事業所に対する公的
支援が行われる。しかし生活保護受給者自立支援や生活困窮者自立支援という入口から、
障碍者手帳の交付なしに入っていく場合には事業所に対する運営費の補助がなく、生活困
窮者自立支援であればそもそも当事者に対する生活保障給付がない。結局のところ、これ
らの就労支援事業は、財政的には障碍者支援の枠組みに寄りかかってのみ存続し得るもの
にとどまっているのではないかと感じた次第である。 
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Ⅴ　中間的労働市場研究会
